
令和５年(２０２３年)４月７日

教 育 委 員 会 資 料

教育委員会事務局子ども・教育政策課

教育長の臨時代理による事務処理について

令和５年３月２４日の教育委員会定例会において、教育長の臨時代理による事務処

理の指示を受けた件について、下記のとおり事務処理を行ったので中野区教育委員会

の権限に属する事務の臨時代理に関する規則第３条第２項の規定に基づき報告する。

記

１ 指示を受けた事務処理の内容

中野区個人情報の保護に関する法律等施行規則（以下「規則」という。）の制定手

続き

２ 事務処理の経過

令和５年３月３０日 教育長の臨時代理による規則制定の決定

３月３１日 規則の公布

３ 制定した規則の内容

別紙規則文のとおり



中 野 区 個 人 情 報 の 保 護 に 関 す る 法 律 等 施 行 規 則

（趣旨）

第１条 この規則は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律

第５７号。以下「法」という。）、個人情報の保護に関する法律施

行令（平成１５年政令第５０７号。以下「令」という。）及び中野

区個人情報の保護に関する法律施行条例（令和５年中野区条例第６

号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるもの

とする。

（定義）

第２条 この規則において使用する用語は、法、令及び条例において

使用する用語の例による。

（個人情報管理責任者の設置）

第３条 中野区教育委員会事務局処務規則（平成３１年中野区教育委

員会規則第１号）第２条に規定する課（以下単に「課」という。）

及び同条に規定する指導室（以下単に「指導室」という。）、中野

区立学校設置条例（昭和３６年中野区条例第１号）別表に規定する

小学校及び中学校（以下単に「小学校及び中学校」という。）並び

に中野区立幼稚園条例（昭和４２年中野区条例第３４号）第１条の

表に規定する幼稚園（以下単に「幼稚園」という。）（以下「課

等」と総称する。）における保有個人情報の適切な取扱いを確保

し、課等における保有個人情報の管理に関する事務を総括するた

め、個人情報管理責任者（以下「管理責任者」という。）を置く。

２ 管理責任者は、課の課長及び指導室の室長、中野区教育委員会事

務局処務規則第６条第１項に規定する担当課長、小学校及び中学校

の校長並びに幼稚園の園長の職にある者をもって充てる。

３ 管理責任者は、当該課等の所属職員に保有個人情報を取り扱わせ



るに当たっては、当該保有個人情報の安全管理が図られるよう、当

該所属職員に対する必要かつ適切な監督を行わなければならない。

（特定個人情報等を取り扱う業務に係る安全管理措置）

第４条 管理責任者は、当該課等の主管する事務の執行に当たり、行

政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律（平成２５年法律第２７号）第２条第５項に規定する個人番号

（以下単に「個人番号」という。）及び同条第８項に規定する特定

個人情報（以下単に「特定個人情報」という。）（以下「特定個人

情報等」と総称する。）を取り扱う業務（以下「特定個人情報等取

扱業務」という。）があるときは、次に掲げる安全管理措置を講じ

なければならない。

⑴ 特定個人情報等取扱業務を明確にすること。

⑵ 特定個人情報等取扱業務ごとに当該課等の所属職員のうちから

特定個人情報等取扱業務に従事する職員を指定すること。

⑶ 特定個人情報等取扱業務ごとに安全管理に係る取扱手順を定め

ること。

⑷ 特定個人情報等取扱業務ごとに取扱状況を確認するための手段

を講ずること。

⑸ 特定個人情報等の保管及び利用の状況その他必要な事項を記録

すること。

２ 管理責任者は、前項第２号の規定により指定した職員に特定個人

情報等を取り扱わせるに当たっては、特定個人情報等取扱業務を行

う区域の明確化その他の特定個人情報等の安全管理のために必要か

つ適切な措置を講じなければならない。

３ 管理責任者は、第１項第３号の規定により定めた特定個人情報等

の安全管理に係る取扱手順について、随時又は定期に点検を行

い、その見直しその他必要な措置を講じなければならない。



（保有個人情報等の廃棄又は消去の方法等）

第５条 保有個人情報の廃棄又は消去は、当該保有個人情報を復元す

ることができない方法により行わなければならない。

２ 教育委員会は、個人番号又は特定個人情報を廃棄し、又は消去し

たときは、その記録を保存するものとする。

３ 教育委員会は、個人番号又は特定個人情報の廃棄又は消去に係る

業務の全部又は一部を委託して当該個人番号又は特定個人情報を廃

棄し、又は消去したときは、当該業務を委託した者から第１項に規

定する方法により個人番号又は特定個人情報の廃棄又は消去が行わ

れたことを証する書類を徴し、これを保存するものとする。

（外部委託等の条件等）

第６条 教育委員会は、保有個人情報に係る事務の処理を委託すると

きは、当該委託を受けた者に対し次に掲げる事項に関する条件（当

該委託に当たり該当がないものを除く。）を付するものとする。

⑴ 秘密保持に関する事項

⑵ 保有個人情報の漏えい、滅失又は毀損の防止に関する事項

⑶ 利用目的以外の目的のための保有個人情報の利用及び第三者へ

の提供の禁止に関する事項

⑷ 複写及び複製の禁止に関する事項

⑸ 提供資料の返還又は廃棄の義務に関する事項

⑹ 保有個人情報の管理に係る監査又は検査に応ずる義務に関する

事項

⑺ 保有個人情報の漏えい等の事故が発生し、又は発生するおそれ

がある場合における対応に関する事項

⑻ 再委託の制限に関する事項

⑼ 条件に違反した場合の契約解除に関する事項及び損害賠償に関

する事項



⑽ 前各号に掲げるもののほか、保有個人情報の保護に関し必要な

事項

２ 教育委員会は、保有個人情報に係る事務の処理を委託するとき

は、当該委託を受けた者における電子計算組織による事務の処理に

係る安全対策その他の保有個人情報の管理体制等について確認する

ものとする。

３ 教育委員会は、指定管理者に区の公の施設の管理に伴う保有個人

情報に係る事務の処理を行わせるときは、次に掲げる事項に関する

条件（当該保有個人情報に係る事務の処理を行わせるに当たり該当

がないものを除く。）を付するものとする。

⑴ 秘密保持に関する事項

⑵ 保有個人情報の漏えい、滅失又は毀損の防止に関する事項

⑶ 利用目的以外の目的のための保有個人情報の利用及び第三者へ

の提供の禁止に関する事項

⑷ 複写及び複製の禁止に関する事項

⑸ 提供資料の返還又は廃棄の義務に関する事項

⑹ 保有個人情報の管理に係る監査又は検査に応ずる義務に関する

事項

⑺ 保有個人情報の漏えい等の事故が発生し、又は発生するおそれ

がある場合における対応に関する事項

⑻ 委託の制限に関する事項

⑼ 条件に違反した場合の指定管理者の指定の取消し及び管理の業

務の停止に関する事項並びに損害賠償に関する事項

⑽ 前各号に掲げるもののほか、保有個人情報の保護に関し必要な

事項

４ 教育委員会は、前項に規定する指定管理者に区の公の施設の管理

に伴う保有個人情報に係る事務の処理を行わせるときは、当該指定



管理者における電子計算組織による事務処理に係る安全対策その他

の保有個人情報の管理体制等について確認するものとする。

（利用目的以外の目的のための利用又は提供の届出）

第７条 教育委員会は、法第６９条第１項に規定する法令に基づく場

合として利用目的以外の目的のために保有個人情報を自ら利用

し、若しくは提供するとき又は同条第２項各号の規定により利用目

的以外の目的のために保有個人情報を自ら利用し、若しくは提供す

るときは、別に定めるところにより区長に届け出るものとする。

（保有個人情報の提供に当たっての措置）

第８条 教育委員会は、法第６９条第２項第３号及び第４号の規定に

より保有個人情報を提供するときは、当該保有個人情報の提供を受

ける者に対し次に掲げる事項（当該提供に当たり該当がないものを

除く。以下この項において同じ。）を記載した文書の提出を求

め、又は当該保有個人情報の提供を受ける者との間で次に掲げる事

項を記載した書面を取り交わすものとする。

⑴ 提供を受ける者における利用目的

⑵ 利用する業務の根拠法令

⑶ 利用する記録範囲及び記録項目

⑷ 利用期間及び利用形態

⑸ 保管方法及び保護措置

⑹ 前各号に掲げるもののほか、保有個人情報の保護に関し必要な

事項

２ 教育委員会は、法第６９条第２項第３号及び第４号の規定によ

り、保有個人情報を提供する場合又は提供した場合において、必要

があると認めるときは、当該保有個人情報の提供を受ける者又は受

けた者に対し、その提供前に又は提供後随時に、資料の提出及び説

明を求め、又は実地に調査を行うことにより、個人情報の保護措置



の状況を確認するものとする。

３ 教育委員会は、前項の規定により行った個人情報の保護措置の状

況の確認の結果を記録するとともに、保有個人情報の提供を受ける

者又は受けた者に対し、個人情報の保護措置の状況について改善を

求める等必要な措置を講ずるものとする。

４ 教育委員会は、利用目的のため又は法第６９条第１項に規定する

法令に基づく場合として利用目的以外の目的のために、保有個人情

報を提供する場合又は提供した場合において、必要があると認める

ときは、当該保有個人情報の提供を受ける者又は受けた者に対

し、前３項に規定する措置を講ずるものとする。

（条例個人情報ファイル簿の作成及び公表）

第９条 教育委員会は、法第７４条第２項第９号に掲げる個人情報フ

ァイル（法第７５条第２項各号に掲げるもの（法第７４条第２項第

９号に掲げるものを除く。）及び条例第３条第３項の規定により同

条第１項に規定する帳簿（以下「条例個人情報ファイル簿」とい

う。）に掲載しないものを除く。次項及び第４項において同じ。）

を保有するに至ったときは、直ちに、条例個人情報ファイル簿を作

成しなければならない。

２ 条例個人情報ファイル簿は、教育委員会が保有している個人情報

ファイルを通じて一の帳簿とする。

３ 教育委員会は、条例個人情報ファイル簿に記載すべき事項に変更

があったときは、直ちに、当該条例個人情報ファイル簿を修正しな

ければならない。

４ 教育委員会は、条例個人情報ファイル簿に掲載した個人情報ファ

イルの保有をやめたときは、遅滞なく、当該個人情報ファイルにつ

いての記載を消除しなければならない。

５ 教育委員会は、条例第３条第３項の規定により公表をしない場合



を除き、条例個人情報ファイル簿を作成したときは、遅滞なく、こ

れをその事務所に備えて置き、一般の閲覧に供するとともに、イン

ターネットの利用その他の情報通信の技術を利用する方法により公

表しなければならない。

６ 条例第３条第１項の実施機関が定める事項は、次に掲げる事項と

する。

⑴ 法第６０条第２項第１号に係る個人情報ファイル又は同項第２

号に係る個人情報ファイルの別

⑵ 法第６０条第２項第１号に係る個人情報ファイルについて、令

第２１条第７項に規定する個人情報ファイルがあるときは、その

旨

（個人情報ファイル簿及び条例個人情報ファイル簿への個人情報フ

ァイルの掲載に係る調整措置）

第１０条 法第７５条第１項に規定する個人情報ファイル簿（以下単

に「個人情報ファイル簿」という。）及び条例個人情報ファイル簿

への個人情報ファイルの掲載は、別に定める統一の様式によるもの

とする。

２ 個人情報ファイル簿に掲載した個人情報ファイルが法第７４条第

２項第９号に該当するに至った場合における当該個人情報ファイル

についての記載は、令第２１条第４項の規定にかかわらず、条例個

人情報ファイル簿として掲載した個人情報ファイルについての記載

とみなす。

３ 条例個人情報ファイル簿に掲載した個人情報ファイルが法第７５

条第１項の規定により個人情報ファイル簿を作成し、公表しなけれ

ばならない個人情報ファイルに該当するに至った場合における当該

個人情報ファイルについての記載は、令第２１条第１項の規定にか

かわらず、個人情報ファイル簿として掲載した個人情報ファイルに



ついての記載とみなす。

（開示請求の手続に係る様式等）

第１１条 法第７７条第１項の規定による開示請求書の提出は、保有

個人情報開示請求書（第１号様式）により行うものとする。

２ 令第２２条第３項に規定する委任状の様式は、保有個人情報開示

請求に係る委任状（第２号様式）とする。

（開示決定等の通知に係る様式）

第１２条 法第８２条第１項本文の規定による通知は、保有個人情報

開示決定通知書（第３号様式）により行うものとする。

２ 法第８２条第２項の規定による通知は、保有個人情報不開示決定

通知書（第４号様式）により行うものとする。

３ 条例第５条第２項の規定による通知は、保有個人情報開示決定等

期限延長通知書（第５号様式）により行うものとする。

４ 条例第６条の規定による通知は、保有個人情報開示決定等期限特

例延長通知書（第６号様式）により行うものとする。

（開示請求事案の移送の通知に係る様式）

第１３条 法第８５条第１項の規定による通知は、保有個人情報開示

請求事案移送決定通知書（第７号様式）により行うものとする。

（開示請求における第三者に対する意見書提出の機会の付与等に係

る様式）

第１４条 法第８６条第１項の規定による通知は、意見照会書（第８

号様式）により行うものとする。

２ 法第８６条第２項の規定による通知は、意見照会書（第９号様

式）により行うものとする。

３ 法第８６条第１項及び第２項の規定による意見書の提出は、開示

決定等に関する意見書（第１０号様式）により行うものとする。

４ 法第８６条第３項の規定による通知は、開示決定に係る通知書



（第１１号様式）により行うものとする。

（電磁的記録の開示方法）

第１５条 法第８７条第１項に規定する電磁的記録に記録されている

保有個人情報の開示の方法は、次の各号に掲げる電磁的記録に応

じ、当該各号に定める方法とする。

⑴ ビデオテープ、録音テープその他映像及び音声が記録された電

磁的記録 視聴又は写しの交付

⑵ 前号の電磁的記録以外の電磁的記録 当該電磁的記録を印刷物

として出力したものの閲覧又は交付

２ 前項第２号の規定にかかわらず、当該電磁的記録について、現に

有する機器により、ディスプレイに出力したものの視聴又はフロッ

ピーディスク若しくは光ディスクに複写したものの交付が可能であ

るときは、当該電磁的記録について視聴又は複写したものの交付の

方法により開示を行うことができる。

（開示の実施方法に係る申出）

第１６条 法第８７条第３項の規定による申出は、開示実施方法等申

出書（第１２号様式）により行うものとする。

（写しの作成及び送付に要する費用の免除）

第１７条 条例第８条第３項の規定による費用の免除は、保有個人情

報の開示に係る本人が次の各号のいずれかに該当する場合において

行うことができる。

⑴ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第１１条第１項各号

に掲げる扶助を受けている者であること。

⑵ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残

留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法

律第３０号）に基づく支援給付を受けている者であること。

⑶ 前２号に掲げる者に準ずる者として教育委員会が認める者であ



ること。

２ 前項に規定する費用の免除を受けようとする者は、保有個人情報

の開示における写しの作成費用等免除申請書（第１３号様式）によ

り教育委員会に申請しなければならない。

３ 前項の申請書には、第１項各号に該当することを証する書面を添

付しなければならない。

（訂正請求の手続に係る様式等）

第１８条 法第９１条第１項の規定による訂正請求書の提出は、保有

個人情報訂正請求書（第１４号様式）により行うものとする。

２ 令第２９条の規定により準用される令第２２条第３項に規定する

委任状の様式は、保有個人情報訂正請求に係る委任状（第１５号様

式）によるものとする。

（訂正決定等の通知に係る様式）

第１９条 法第９３条第１項の規定による通知は、保有個人情報訂正

決定通知書（第１６号様式）により行うものとする。

２ 法第９３条第２項（条例第９条第２項の規定により訂正請求を拒

否するとき及び訂正請求に係る保有個人情報を保有していないとき

を含む。）の規定による通知は、保有個人情報不訂正決定通知書

（第１７号様式）により行うものとする。

３ 条例第１１条第２項の規定による通知は、保有個人情報訂正決定

等期限延長通知書（第１８号様式）により行うものとする。

４ 条例第１２条の規定による通知は、保有個人情報訂正決定等期限

特例延長通知書（第１９号様式）により行うものとする。

（訂正請求事案の移送の通知に係る様式）

第２０条 法第９６条第１項の規定による通知は、保有個人情報訂正

請求事案移送決定通知書（第２０号様式）により行うものとする。

（訂正請求における第三者に対する意見書提出の機会の付与等に係



る様式）

第２１条 条例第９条第２項の規定により適用する法第８６条第１項

の規定による通知は、意見照会書（第２１号様式）により行うもの

とする。

２ 条例第９条第２項の規定により適用する法第８６条第２項の規定

による通知は、意見照会書（第２２号様式）により行うものとする。

３ 条例第９条第２項の規定により適用する、法第８６条第１項及び

第２項の規定による意見書の提出は、訂正決定等に関する意見書

（第２３号様式）により行うものとする。

４ 条例第９条第２項の規定により適用する法第８６条第３項の規定

による通知は、訂正決定に係る通知書（第２４号様式）により行う

ものとする。

（保有個人情報の提供先への通知に係る様式）

第２２条 法第９７条の規定による通知は、保有個人情報訂正実施通

知書（第２５号様式）により行うものとする。

（利用停止請求の手続に係る様式等）

第２３条 法第９９条第１項の規定による利用停止請求書の提出

は、保有個人情報利用停止請求書（第２６号様式）により行うもの

とする。

２ 令第２９条の規定により準用される令第２２条第３項に規定する

委任状の様式は、保有個人情報利用停止請求に係る委任状（第２７

号様式）によるものとする。

（利用停止決定等の通知に係る様式）

第２４条 法第１０１条第１項の規定による通知は、保有個人情報利

用停止決定通知書（第２８号様式）により行うものとする。

２ 法第１０１条第２項の規定（条例第１３条第２項の規定により利

用停止請求を拒否するとき及び利用停止請求に係る保有個人情報を



保有していないときを含む。）による通知は、保有個人情報利用不

停止決定通知書（第２９号様式）により行うものとする。

３ 条例第１５条第２項の規定による通知は、保有個人情報利用停止

決定等期限延長通知書（第３０号様式）により行うものとする。

４ 条例第１６条の規定による通知は、保有個人情報利用停止決定等

期限特例延長通知書（第３１号様式）により行うものとする。

（利用停止請求における第三者に対する意見書提出の機会の付与等

に係る様式）

第２５条 条例第１３条第２項の規定により適用する法第８６条第１

項の規定による通知は、意見照会書（第３２号様式）により行うも

のとする。

２ 条例第１３条第２項の規定により適用する法第８６条第２項の規

定による通知は、意見照会書（第３３号様式）により行うものとす

る。

３ 条例第１３条第２項の規定により適用する、法第８６条第１項及

び第２項の規定による意見書の提出は、利用停止決定等に関する意

見書（第３４号様式）により行うものとする。

４ 条例第１３条第２項の規定により適用する法第８６条第３項の規

定による通知は、利用停止決定に係る通知書（第３５号様式）によ

り行うものとする。

（中野区情報公開・個人情報保護審査会への諮問に係る様式等）

第２６条 法第１０５条第３項において準用する同条第２項の規定に

よる通知は、中野区情報公開・個人情報保護審査会諮問通知書（第

３６号様式）により行うものとする。

（補則）

第２７条 この規則の施行に関し必要な事項は、教育委員会が定める。

附 則



（施行期日）

第１条 この規則は、令和５年４月１日から施行する。

（中野区個人情報の保護に関する条例施行規則の廃止）

第２条 中野区個人情報の保護に関する条例施行規則（平成２年中野

区教育委員会規則第８号）は、廃止する。

（経過措置）

第３条 この規則の施行の際現に教育委員会が保有している法第６０

条第２項に規定する個人情報ファイルについての第９条第１項の規

定の適用については、同項中「直ちに」とあるのは、「この規則の

施行後遅滞なく」とする。

２ 条例附則第５条第８項の規定によりなお従前の例によることとさ

れた同項に規定する手続については、なお従前の例による。

３ 第１１条第１項、第１８条第１項及び第２３条第１項の規定にか

かわらず、前条の規定による廃止前の中野区個人情報の保護に関す

る条例施行規則（以下「旧規則」という。）第１号様式の２による

用紙でこの規則の施行の際現に存するものは法第７７条第１項に規

定する開示請求書として、旧規則第１号様式の３による用紙でこの

規則の施行の際現に存するものは法第９１条第１項に規定する訂正

請求書及び法第９９条第１項に規定する利用停止請求書として、こ

の規則の施行後においても、所要の修正を加え、なお使用すること

ができるものとする。この場合において、旧規則第１号様式の２中

「自己情報」とあるのは「保有個人情報」と、「中野区個人情報の

保護に関する条例第２２条」とあるのは「個人情報の保護に関する

法律第７７条第１項」と読み替え、旧規則第１号様式の３中「自己

情報」とあるのは「保有個人情報」と、「中野区個人情報の保護に

関する条例第２８条」とあるのは、訂正請求にあっては「個人情報

の保護に関する法律第９１条第１項」と、利用停止請求にあっては



「個人情報の保護に関する法律第９９条第１項」と読み替えるもの

とする。

４ 前３項に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な経過措

置は、教育委員会が別に定める。



第１号様式（第１１条関係）

保有個人情報開示請求書

年 月 日

中野区教育委員会 宛て

（ふりがな）

氏名

住所又は居所

〒 ℡ （ ）

個人情報の保護に関する法律第７７条第１項の規定により、下記のとおり保有個人情

報の開示を請求します。

記

１ 開示を請求する保有個人情報（具体的に特定してください。）

２ 求める開示の実施方法等
⑴又は⑵に○印を付してください。⑴を選択した場合は、実施の方法及び希望日を
記載してください。

３ 本人確認等

⑴ 事務所における開示の実施を希望する。

＜実施の方法＞ □閲覧 □視聴 □写しの交付

＜実施の希望日＞ 年 月 日

⑵ 写しの送付を希望する。

⑴ 開示請求者 □本人 □法定代理人 □任意代理人

⑵ 請求者本人確認書類
□運転免許証 □健康保険被保険者証
□個人番号カード又は住民基本台帳カード（住所記載のあるもの）
□在留カード、特別永住者証明書又は特別永住者証明書とみなされる外国人登録証明書
□その他（ ）
※ 請求書を送付して請求をする場合には、加えて住民票の写し等を添付してください。

⑶ 本人の状況等（法定代理人又は任意代理人が請求する場合にのみ記載してください。）

ア 本人の状況 □未成年者（ 年 月 日生） □成年被後見人

□任意代理人委任者
（ふりがな）

イ 本人の氏名
ウ 本人の住所又は居所

⑷ 法定代理人が請求する場合、次のいずれかの書類を提示し、又は提出してください。
請求資格確認書類 □戸籍謄本 □登記事項証明書 □その他（ ）

⑸ 任意代理人が請求する場合、次の書類を提示し、又は提出してください。
請求資格確認書類 □委任状 □その他（ ）



第２号様式（第１１条関係）

保有個人情報開示請求に係る委任状

（代理人）住所

氏名

上記の者を代理人と定め、下記の事項を委任します。

記

１ 委任する権限（下記の□内にチェックを入れてください。）

□ 保有個人情報の開示請求を行う権限

□ 開示請求に係る事案を移送した旨の通知を受ける権限

□ 開示決定等の期限を延長した旨の通知を受ける権限

□ 開示決定等の期限の特例規定を適用した旨の通知を受ける権限

□ 開示請求に係る保有個人情報の全部又は一部を開示する旨の決定通知を

受ける権限及び開示請求に係る保有個人情報の全部を開示しない旨の決定

通知を受ける権限

□ 開示の実施の方法その他個人情報の保護に関する法律施行令で定める事

項を申し出る権限及び開示の実施を受ける権限

２ 委任理由

年 月 日

（委任者）住所

氏名 印

連絡先電話番号

注１ 全ての項目は、必ず委任者本人が記入してください。

２ 次のいずれかの措置をとってください。

⑴ 委任者の実印を押印の上、印鑑登録証明書（請求前３０日以内に

作成されたものに限る。）を添付する。

⑵ 委任者の運転免許証、個人番号カード（個人番号通知カードは不

可）等、本人に対し一に限り発行される書類の写しを添付する。



第３号様式（第１２条関係）

中 第 号

年 月 日

様

中野区教育委員会 印

保有個人情報開示決定通知書

年 月 日付けで開示請求のあった保有個人情報については、個人情

報の保護に関する法律第８２条第１項の規定により、下記のとおり開示するこ

とに決定したので通知します。

記

１ 開示する保有個人情報（ □全部開示 ・ □部分開示 ）

２ 不開示とした部分とその理由

※ この処分に不服があるときは、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して３か月以内
に、中野区教育委員会に審査請求をすることができます。
この処分の取消しの訴えは、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して６か月以内に

中野区を被告として提起しなければなりません（訴訟において中野区を代表する者は中野区
教育委員会となります。）。ただし、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して３か月
以内にこの処分に対する審査請求をした場合には、この処分の取消しの訴えは、当該審査請
求に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければならな
いこととされています。

３ 開示する保有個人情報の利用目的

４ 開示の実施の方法等
⑴ 開示の実施の方法等

□事務所における開示（□閲覧 □視聴 □写しの交付）
□写しの送付

⑵ 事務所における開示を実施することができる日時及び場所
日時
場所

※ 上記の日時から開示の実施を希望する日を開示実施方法等申出書
により申し出てください。

⑶ 写しの送付を希望する場合の準備日数及び送付に要する費用（見込額）
準備日数 送付に要する費用（見込額）

⑷ 備考

５ 担当



第４号様式（第１２条関係）

中 第 号

年 月 日

様

中野区教育委員会 印

保有個人情報不開示決定通知書

年 月 日付けで開示請求のありました保有個人情報については、

個人情報の保護に関する法律第８２条第２項の規定により、下記のとおり

全部を開示しないことに決定したので通知します。

記

※ この処分に不服があるときは、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して３か月以内
に、中野区教育委員会に審査請求をすることができます。
この処分の取消しの訴えは、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して６か月以内に

中野区を被告として提起しなければなりません（訴訟において中野区を代表する者は中野区
教育委員会となります。）。ただし、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して３か月
以内にこの処分に対する審査請求をした場合には、この処分の取消しの訴えは、当該審査請
求に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければならな
いこととされています。

１ 開示請求に係

る保有個人情報

の名称等

２ 開示をしない

こととした理由

３ 担当



第５号様式（第１２条関係）

中 第 号

年 月 日

様

中野区教育委員会 印

保有個人情報開示決定等期限延長通知書

年 月 日付けで開示請求のあった保有個人情報については、中野区

個人情報の保護に関する法律施行条例第５条第２項の規定により、下記のとお

り開示決定等の期限を延長することとしましたので通知します。

記

１ 開示請求に

係る保有個人

情報の名称等

２ 当初の決定

通知期限
年 月 日

３ 延長後の決

定通知期限
年 月 日

４ 延長の理由

５ 担当



第６号様式（第１２条関係）

中 第 号

年 月 日

様

中野区教育委員会 印

保有個人情報開示決定等期限特例延長通知書

年 月 日付けで開示請求のあった保有個人情報については、中野区

個人情報の保護に関する法律施行条例第６条の規定により、下記のとおり開示

決定等の期限を延長することとしましたので通知します。

記

１ 開示請求に係る

保有個人情報の名

称等

２ 中野区個人情報

の保護に関する法

律施行条例第６条

の規定（開示決定等

の期限の特例）を適

用する理由

３ 当初の決定通知

期限
年 月 日

４ 残りの保有個人

情報について開示

決定等をする期限

年 月 日

（ 年 月 日までに可能な部分について開示

決定等を行い、残りの部分については、上記期限まで

に開示決定等を行う予定です。）

５ 担当



第７号様式（第１３条関係）

中 第 号

年 月 日

様

中野区教育委員会 印

保有個人情報開示請求事案移送決定通知書

年 月 日付けで請求のあった保有個人情報の開示請求に係る事案に

ついては、個人情報の保護に関する法律第８５条第１項の規定により、下記のと

おり移送したので通知します。

なお、保有個人情報の開示決定等は、下記の移送先の行政機関等において行わ

れます。

記

１ 開示請求に係る

保有個人情報の名

称等

２ 移送をした日 年 月 日

３ 移送の理由

４ 移送先の行政機

関の長等

（行政機関の長等の名称）

（連絡先）

担当組織名

所 在 地

電 話 番 号

５ 担当



第８号様式（第１４条関係）

中 第 号

年 月 日

様

中野区教育委員会 印

意 見 照 会 書

に関する情報が含まれている保有個人情報について、個人情報の保

護に関する法律第７７条第１項の規定による開示請求があり、当該保有個人情

報について開示決定等を行う際の参考とするため、同法第８６条第１項の規定

により、下記のとおり照会します。

本件開示請求に係る保有個人情報の開示決定等について御意見があるときは、

同封した開示決定等に関する意見書により回答してください。

なお、提出期限までに当該意見書の提出がない場合には、特に御意見がないも

のとして取り扱います。

記

１ 開示請求に係る保

有個人情報の名称等

２ 開示請求の年月日 年 月 日

３ 開示請求に係る保

有個人情報に含まれ

ている に関

する情報の内容

４ 連絡先及び意見書

の提出先

５ 意見書の提出期限 年 月 日



第９号様式（第１４条関係）

中 第 号

年 月 日

様

中野区教育委員会 印

意 見 照 会 書

に関する情報が含まれている保有個人情報について、個人情報の保

護に関する法律第７７条第１項の規定による開示請求があり、当該保有個人情

報について開示決定等を行う際の参考とするため、同法第８６条第２項の規定

により、下記のとおり照会します。

本件開示請求に係る保有個人情報の開示決定等について御意見があるときは、

同封した開示決定等に関する意見書により回答してください。

なお、提出期限までに当該意見書の提出がない場合には、特に御意見がないも

のとして取り扱います。

記

１ 開示請求に係る保

有個人情報の名称等

２ 開示請求の年月日 年 月 日

３ 個人情報の保護に

関する法律第８６条

第２項各号の適用区

分及びその理由

適用区分 □第１号 □第２号

（適用理由）

４ 開示請求に係る保

有個人情報に含まれ

ている に関

する情報の内容

５ 連絡先及び意見書

の提出先

６ 意見書の提出期限 年 月 日



第１０号様式（第１４条関係）

開示決定等に関する意見書

年 月 日

中野区教育委員会 宛て

（ふりがな）

氏名又は名称

（法人その他の団体にあっては、その団体の代表者名）

住所又は居所

（法人その他の団体にあっては、その主たる事務所の所在地）

年 月 日付けで照会のあった保有個人情報の開示について、下記の

とおり意見を提出します。

記

１ 開示請求に

係る保有個人

情報の名称等

２ 意見

□ 保有個人情報を開示されることについて支障がない。

□ 保有個人情報を開示されることについて支障がある。

⑴ 支障（不利益）がある部分

⑵ 支障（不利益）の具体的理由

３ 連絡先



第１１号様式（第１４条関係）

中 第 号

年 月 日

様

中野区教育委員会 印

開示決定に係る通知書

から 年 月 日付けで開示決定等に関する意見書の提出があ

った保有個人情報については、下記のとおり開示決定をしたので、個人情報の保

護に関する法律第８６条第３項の規定により通知します。

記

※ この処分に不服があるときは、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して３か月以内
に、中野区教育委員会に審査請求をすることができます。
この処分の取消しの訴えは、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して６か月以内に

中野区を被告として提起しなければなりません（訴訟において中野区を代表する者は中野区
教育委員会となります。）。ただし、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して３か月
以内にこの処分に対する審査請求をした場合には、この処分の取消しの訴えは、当該審査請
求に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければならな
いこととされています。

１ 開示請求に係る保

有個人情報の名称等

２ 開示することとし

た理由

３ 開示決定をした日 年 月 日

４ 開示を実施する日 年 月 日

５ 担当



第１２号様式（第１６条関係）

開示実施方法等申出書

年 月 日

中野区教育委員会 宛て

（ふりがな）

氏名

住所又は居所

〒 ℡ （ ）

個人情報の保護に関する法律第８７条第３項の規定により、下記のとおり申

し出ます。

記

１ 保有個人情報開示決定通知書の番号等

文書番号

日 付 年 月 日

２ 求める開示の実施方法

３ 開示の実施を希望する日 年 月 日 午前・午後

４ 写しの送付の希望の有無 □希望する（同封する郵便切手等の額 円）

□希望しない

開示請求に係る保有個

人情報の名称等
実施の方法

閲覧
□全部

□一部（ ）

視聴
□全部

□一部（ ）

写しの交付

（写しの送付を含む）

□全部

□一部（ ）



第１３号様式（第１７条関係）

保有個人情報の開示における写しの作成費用等免除申請書

年 月 日

中野区教育委員会 宛て

住 所

申 請 者

氏 名

中野区個人情報の保護に関する法律施行条例第８条第３項の規定により、下

記のとおり保有個人情報の写しの作成及び送付に要する費用の免除を申請しま

す。

申

請

の

理

由

□ 中野区個人情報の保護に関する法律等施行規則第１７条第１項

第 号に該当するため

□ 中野区個人情報の保護に関する法律等施行規則第１７条第１項

第３号に該当するため

（ ）



第１４号様式（第１８条関係）

保有個人情報訂正請求書

年 月 日

中野区教育委員会 宛て

（ふりがな）

氏名

住所又は居所

〒 ℡ （ ）

個人情報の保護に関する法律第９１条第１項の規定により、下記のとおり保
有個人情報の訂正を請求します。

記

１ 訂正を請求する保有個人情報の内容等

２ 本人確認等

⑴ 訂正請求に係る保有個人

情報の開示を受けた場合は

その日付

年 月 日

⑵ 保有個人情報の内容等

（保有個人情報開示決定を受けた場合の通知書の番号等）

（保有個人情報の名称等）

⑶ 訂正請求の趣旨及び理由
（趣旨）

（理由）

⑴ 訂正請求者 □ 本人 □ 法定代理人 □任意代理人

⑵ 請求者本人確認書類
□運転免許証 □健康保険被保険者証
□個人番号カード又は住民基本台帳カード（住所記載のあるもの）
□在留カード、特別永住者証明書又は特別永住者証明書とみなされる外国人登録証明書
□その他（ ）
※ 請求書を送付して請求する場合には、加えて住民票の写し等を添付してください。

⑶ 本人の状況等（法定代理人又は任意代理人が請求する場合にのみ記載してください。）

ア 本人の状況 □未成年者（ 年 月 日生） □成年被後見人

□任意代理人委任者

（ふりがな）

イ 本人の氏名

ウ 本人の住所又は居所

⑷ 法定代理人が請求する場合、次のいずれかの書類を提示し、又は提出してください。
請求資格確認書類 □戸籍謄本 □登記事項証明書 □その他（ ）

⑸ 任意代理人が請求する場合、次の書類を提示し、又は提出してください。
請求資格確認書類 □委任状 □その他（ ）



第１５号様式（第１８条関係）

保有個人情報訂正請求に係る委任状

（代理人）住所

氏名

上記の者を代理人と定め、下記の事項を委任します。

記

１ 委任する権限（下記の□内にチェックを入れてください。）

□ 保有個人情報の訂正請求を行う権限

□ 訂正請求に係る事案を移送した旨の通知を受ける権限

□ 訂正決定等の期限を延長した旨の通知を受ける権限

□ 訂正決定等の期限の特例規定を適用した旨の通知を受ける権限

□ 訂正請求に係る保有個人情報を訂正する旨の決定通知を受ける権限及び

当該保有個人情報を訂正しない旨の決定通知を受ける権限

２ 委任理由

年 月 日

（委任者）住所

氏名 印

連絡先電話番号

注１ 全ての項目は、必ず委任者本人が記入してください。

２ 次のいずれかの措置をとってください。

⑴ 委任者の実印を押印の上、印鑑登録証明書（請求前３０日以内に

作成されたものに限る。）を添付する。

⑵ 委任者の運転免許証、個人番号カード（個人番号通知カードは不

可）等、本人に対し一に限り発行される書類の写しを添付する。



第１６号様式（第１９条関係）

中 第 号

年 月 日

様

中野区教育委員会 印

保有個人情報訂正決定通知書

年 月 日付けで訂正請求のあった保有個人情報については、個人情

報の保護に関する法律第９３条第１項の規定により、下記のとおり訂正するこ

とに決定したので通知します。

記

※ この処分に不服があるときは、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して３か月以内
に、中野区教育委員会に審査請求をすることができます。
この処分の取消しの訴えは、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して６か月以内に

中野区を被告として提起しなければなりません（訴訟において中野区を代表する者は中野区
教育委員会となります。）。ただし、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して３か月
以内にこの処分に対する審査請求をした場合には、この処分の取消しの訴えは、当該審査請
求に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければならな
いこととされています。

１ 訂正請求に係る

保有個人情報の名

称等

２ 訂正請求の趣旨

３ 訂正決定をする

内容及び理由

（訂正内容）

（訂正理由）

４ 担当



第１７号様式（第１９条関係）

中 第 号

年 月 日

様

中野区教育委員会 印

保有個人情報不訂正決定通知書

年 月 日付けで訂正請求のあった保有個人情報については、個人情

報の保護に関する法律第９３条第２項の規定により、訂正をしない旨の決定を

したので、下記のとおり通知します。

記

※ この処分に不服があるときは、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して３か月以内
に、中野区教育委員会に審査請求をすることができます。
この処分の取消しの訴えは、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して６か月以内に

中野区を被告として提起しなければなりません（訴訟において中野区を代表する者は中野区
教育委員会となります。）。ただし、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して３か月
以内にこの処分に対する審査請求をした場合には、この処分の取消しの訴えは、当該審査請
求に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければならな
いこととされています。

１ 訂正請求に係

る保有個人情報

の名称等

２ 訂正をしない

こととした理由

３ 担当



第１８号様式（第１９条関係）

中 第 号

年 月 日

様

中野区教育委員会 印

保有個人情報訂正決定等期限延長通知書

年 月 日付けで訂正請求のあった保有個人情報については、中野区

個人情報の保護に関する法律施行条例第１１条第２項の規定により、下記のと

おり訂正決定等の期限を延長することとしましたので通知します。

記

１ 訂正請求に係る

保有個人情報の名

称等

２ 当初の決定通知

期限
年 月 日

３ 延長後の決定通

知期限
年 月 日

４ 延長の理由

５ 担当



第１９号様式（第１９条関係）

中 第 号

年 月 日

様

中野区教育委員会 印

保有個人情報訂正決定等期限特例延長通知書

年 月 日付けで訂正請求のあった保有個人情報については、中野区

個人情報の保護に関する法律施行条例第１２条の規定により、下記のとおり訂

正決定等の期限を延長することとしましたので通知します。

記

１ 訂正請求に係る

保有個人情報の名

称等

２ 中野区個人情報

の保護に関する法

律施行条例第１２

条の規定（訂正決定

等の期限の特例）を

適用する理由

３ 当初の決定通知

期限
年 月 日

４ 延長後の決定通

知期限
年 月 日

５ 担当



第２０号様式（第２０条関係）

中 第 号

年 月 日

様

中野区教育委員会 印

保有個人情報訂正請求事案移送決定通知書

年 月 日付けで訂正請求のあった保有個人情報については、個人情

報の保護に関する法律第９６条第１項の規定により、下記のとおり事案を移送

したので通知します。

なお、保有個人情報の訂正決定等は、下記の移送先の行政機関等において行わ

れます。

記

１ 訂正請求に係

る保有個人情報

の名称等

２ 移送をした日 年 月 日

３ 移送の理由

４ 移送先の行政

機関の長等

（行政機関の長等の名称）

（連絡先）

担当組織名

所 在 地

電 話 番 号

５ 担当



第２１号様式（第２１条関係）

中 第 号

年 月 日

様

中野区教育委員会 印

意 見 照 会 書

に関する情報が含まれている保有個人情報について、個人情報の保

護に関する法律第９１条第１項の規定による訂正請求があり、当該保有個人情

報について訂正決定等を行う際の参考とするため、中野区個人情報の保護に関

する法律施行条例第９条第２項の規定により適用する同法第８６条第１項の規

定により、下記のとおり照会します。

本件訂正請求に係る保有個人情報の訂正決定等の前提として、 に関

する情報を開示することについて御意見があるときは、同封した訂正決定等に

関する意見書により回答してください。

なお、提出期限までに当該意見書の提出がない場合には、特に御意見がないも

のとして取り扱います。

記

１ 訂正請求に係る保

有個人情報の名称等

２ 訂正請求の年月日 年 月 日

３ 訂正請求に係る保

有個人情報に含まれ

ている に関

する情報の内容

４ 連絡先及び意見書

の提出先

５ 意見書の提出期限 年 月 日



第２２号様式（第２１条関係）

中 第 号

年 月 日

様

中野区教育委員会 印

意 見 照 会 書

に関する情報が含まれている保有個人情報について、個人情報の保

護に関する法律第９１条第１項の規定による訂正請求があり、当該保有個人情

報について訂正決定等を行う際の参考とするため、中野区個人情報の保護に関

する法律施行条例第９条第２項の規定により適用する同法第８６条第２項の規

定により、下記のとおり照会します。

本件訂正請求に係る保有個人情報の訂正決定等の前提として、 に関

する情報を開示することについて御意見があるときは、同封した訂正決定等に

関する意見書により回答してください。

なお、提出期限までに当該意見書の提出がない場合には、特に御意見がないも

のとして取り扱います。

記

１ 訂正請求に係る保

有個人情報の名称等

２ 訂正請求の年月日 年 月 日

３ 個人情報の保護に

関する法律第８６条

第２項各号の適用区

分及びその理由

適用区分 □第１号 □第２号

（適用理由）

４ 訂正請求に係る保

有個人情報に含まれ

ている に関

する情報の内容

５ 連絡先及び意見書

の提出先

６ 意見書の提出期限 年 月 日



第２３号様式（第２１条関係）

訂正決定等に関する意見書

年 月 日

中野区教育委員会 宛て

（ふりがな）

氏名又は名称

（法人その他の団体にあっては、その団体の代表者名）

住所又は居所

（法人その他の団体にあっては、その主たる事務所の所在地）

年 月 日付けで照会のあった訂正決定等の前提となる保有個人情報

の開示について、下記のとおり意見を提出します。

記

１ 訂正請求に

係る保有個人

情報の名称等

２ 意見

□ 保有個人情報を開示されることについて支障がない。

□ 保有個人情報を開示されることについて支障がある。

⑴ 支障（不利益）がある部分

⑵ 支障（不利益）の具体的理由

３ 連絡先



第２４号様式（第２１条関係）

中 第 号

年 月 日

様

中野区教育委員会 印

訂正決定に係る通知書

から 年 月 日付けで訂正決定等に関する意見書の提出があ

った保有個人情報については、下記のとおり訂正決定をしたので、中野区個人情

報の保護に関する法律施行条例第９条第２項の規定により適用する個人情報の

保護に関する法律第８６条第３項の規定により通知します。

記

※ この処分に不服があるときは、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して３か月以内
に、中野区教育委員会に審査請求をすることができます。
この処分の取消しの訴えは、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して６か月以内に

中野区を被告として提起しなければなりません（訴訟において中野区を代表する者は中野区
教育委員会となります。）。ただし、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して３か月
以内にこの処分に対する審査請求をした場合には、この処分の取消しの訴えは、当該審査請
求に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければならな
いこととされています。

１ 訂正請求に係る保

有個人情報の名称等

２ 訂正することとし

た理由

３ 訂正決定をした日 年 月 日

４ 担当



第２５号様式（第２２条関係）

中 第 号

年 月 日

様

中野区教育委員会 印

保有個人情報訂正実施通知書

に提供している下記の保有個人情報については、個人情報の保

護に関する法律第９２条の規定により訂正を実施しましたので、同法第９７条

の規定により、通知します。

記

１ 訂正請求に係る

保有個人情報の名

称等

２ 訂正請求者の氏

名等保有個人情報

を特定するための

情報

（氏名、住所等）

３ 訂正請求の趣旨

４ 訂正決定をする

内容及び理由

（訂正内容）

（訂正理由）

５ 担当



第２６号様式（第２３条関係）

保有個人情報利用停止請求書

年 月 日

中野区教育委員会 宛て
（ふりがな）

氏名

住所又は居所

〒 ℡ （ ）

個人情報の保護に関する法律第９９条第１項の規定により、下記のとおり保
有個人情報の利用停止を請求します。

記

１ 利用停止を請求する保有個人情報の内容等

２ 本人確認等

⑴ 利用停止請求に係る保有

個人情報の開示を受けた場

合はその日付

年 月 日

⑵ 保有個人情報の内容等

（保有個人情報開示決定を受けた場合の通知書の番号等）

（保有個人情報の名称等）

⑶ 利用停止請求の趣旨及び

理由

（趣旨）□法第９８条第１項第１号に該当

（□利用の停止 □消去）

□法第９８条第１項第２号に該当

（理由）

⑴ 利用停止請求者 □本人 □法定代理人 □任意代理人

⑵ 請求者本人確認書類
□運転免許証 □健康保険被保険者証
□個人番号カード又は住民基本台帳カード（住所記載のあるもの）
□在留カード、特別永住者証明書又は特別永住者証明書とみなされる外国人登録証明書
□その他（ ）
※ 請求書を送付して請求する場合には、加えて住民票の写し等を添付してください。

⑶ 本人の状況等（法定代理人又は任意代理人が請求する場合にのみ記載してください。）

ア 本人の状況 □未成年者（ 年 月 日生） □成年被後見人

□任意代理人委任者

（ふりがな）

イ 本人の氏名
ウ 本人の住所又は居所

⑷ 法定代理人が請求する場合、次のいずれかの書類を提示し、又は提出してください。

請求資格確認書類 □戸籍謄本 □登記事項証明書 □その他（ ）

⑸ 任意代理人が請求する場合、次の書類を提示し、又は提出してください。

請求資格確認書類 □委任状 □その他（ ）



第２７号様式（第２３条関係）

保有個人情報利用停止請求に係る委任状

（代理人）住所

氏名

上記の者を代理人と定め、下記の事項を委任します。

記

１ 委任する権限（下記の□内にチェックを入れてください。）

□ 保有個人情報の利用停止請求を行う権限

□ 利用停止決定等の期限を延長した旨の通知を受ける権限

□ 利用停止決定等の期限の特例規定を適用した旨の通知を受ける権限

□ 利用停止請求に係る保有個人情報を利用停止する旨の決定通知を受ける

権限及び当該保有個人情報を利用停止しない旨の決定通知を受ける権限

２ 委任理由

年 月 日

（委任者）住所

氏名 印

連絡先電話番号

注１ 全ての項目は、必ず委任者本人が記入してください。

２ 次のいずれかの措置をとってください。

⑴ 委任者の実印を押印の上、印鑑登録証明書（請求前３０日以内に作

成されたものに限る。）を添付する。

⑵ 委任者の運転免許証、個人番号カード（個人番号通知カードは不可）

等、本人に対し一に限り発行される書類の写しを添付する。



第２８号様式（第２４条関係）

中 第 号

年 月 日

様

中野区教育委員会 印

保有個人情報利用停止決定通知書

年 月 日付けで利用停止請求のあった保有個人情報については、個

人情報の保護に関する法律第１０１条第１項の規定により、下記のとおり、利用

停止することに決定したので通知します。

記

※ この処分に不服があるときは、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して３か月以内
に、中野区教育委員会に審査請求をすることができます。
この処分の取消しの訴えは、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して６か月以内に

中野区を被告として提起しなければなりません（訴訟において中野区を代表する者は中野区
教育委員会となります。）。ただし、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して３か月
以内にこの処分に対する審査請求をした場合には、この処分の取消しの訴えは、当該審査請
求に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければならな
いこととされています。

１ 利用停止請求に

係る保有個人情報

の名称等

２ 利用停止請求の

趣旨

３ 利用停止決定を

する内容及び理由

（利用停止決定の内容）

（利用停止の理由）

４ 担当



第２９号様式（第２４条関係）

中 第 号

年 月 日

様

中野区教育委員会 印

保有個人情報利用不停止決定通知書

年 月 日付けで利用停止請求のあった保有個人情報については、個

人情報の保護に関する法律第１０１条第２項の規定により、下記のとおり利用

停止をしないことに決定したので通知します。

記

※ この処分に不服があるときは、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して３か月以内
に、中野区教育委員会に審査請求をすることができます。
この処分の取消しの訴えは、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して６か月以内に

中野区を被告として提起しなければなりません（訴訟において中野区を代表する者は中野区
教育委員会となります。）。ただし、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して３か月
以内にこの処分に対する審査請求をした場合には、この処分の取消しの訴えは、当該審査請
求に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければならな
いこととされています。

１ 利用停止請求に

係る保有個人情報

の名称等

２ 利用停止をしな

いこととした理由

３ 担当



第３０号様式（第２４条関係）

中 第 号

年 月 日

様

中野区教育委員会 印

保有個人情報利用停止決定等期限延長通知書

年 月 日付けで利用停止請求のあった保有個人情報については、中野

区個人情報の保護に関する法律施行条例第１５条第２項の規定により、下記の

とおり利用停止決定等の期限を延長することとしましたので通知します。

記

１ 利用停止請求に

係る保有個人情報

の名称等

２ 当初の決定通知

期限
年 月 日

３ 延長後の決定通

知期限
年 月 日

４ 延長の理由

５ 担当



第３１号様式（第２４条関係）

中 第 号

年 月 日

様

中野区教育委員会 印

保有個人情報利用停止決定等期限特例延長通知書

年 月 日付けで利用停止請求のあった保有個人情報については、中

野区個人情報の保護に関する法律施行条例第１６条の規定により、下記のとお

り利用停止決定等の期限を延長することとしましたので通知します。

記

１ 利用停止請求に

係る保有個人情報

の名称等

２ 中野区個人情報

の保護に関する法

律施行条例第１６

条の規定（利用停止

決定等の期限の特

例）を適用する理由

３ 当初の決定通知

期限
年 月 日

４ 延長後の決定通

知期限
年 月 日

５ 担当



第３２号様式（第２５条関係）

中 第 号

年 月 日

様

中野区教育委員会 印

意 見 照 会 書

に関する情報が含まれている保有個人情報について、個人情報の保

護に関する法律第９９条第１項の規定による利用停止請求があり、当該保有個

人情報について利用停止決定等を行う際の参考とするため、中野区個人情報の

保護に関する法律施行条例第１３条第２項の規定により適用する同法第８６条

第１項の規定により、下記のとおり照会します。

本件利用停止請求に係る保有個人情報の開示決定等の前提として、 に

関する情報を開示することについて御意見があるときは、同封した利用停止決

定等に関する意見書により回答してください。

なお、提出期限までに当該意見書の提出がない場合には、特に御意見がないも

のとして取り扱います。

記

１ 利用停止請求に係る保

有個人情報の名称等

２ 利用停止請求の年月日 年 月 日

３ 利用停止請求に係る保

有個人情報に含まれてい

る に関する情報

の内容

４ 連絡先及び意見書の提

出先

５ 意見書の提出期限 年 月 日



第３３号様式（第２５条関係）

中 第 号

年 月 日

様

中野区教育委員会 印

意 見 照 会 書

に関する情報が含まれている保有個人情報について、個人情報の保

護に関する法律第９９条第１項の規定による利用停止請求があり、当該保有個

人情報について利用停止決定等を行う際の参考とするため、中野区個人情報の

保護に関する法律施行条例第１３条第２項の規定により適用する同法第８６条

第２項の規定により、下記のとおり照会します。

本件利用停止請求に係る保有個人情報の開示決定等の前提として、 に

関する情報を開示することについて御意見があるときは、同封した利用停止決

定等に関する意見書により回答してください。

なお、提出期限までに当該意見書の提出がない場合には、特に御意見がないも

のとして取り扱います。

記

１ 利用停止請求に係る保

有個人情報の名称等

２ 利用停止請求の年月日 年 月 日

３ 個人情報の保護に関す

る法律第８６条第２項各

号の適用区分及びその理

由

適用区分 □第１号 □第２号

（適用理由）

４ 利用停止請求に係る保

有個人情報に含まれてい

る に関する情報

の内容

５ 連絡先及び意見書の提

出先

６ 意見書の提出期限 年 月 日



第３４号様式（第２５条関係）

利用停止決定等に関する意見書

年 月 日

中野区教育委員会 宛て

（ふりがな）

氏名又は名称

（法人その他の団体にあっては、その団体の代表者名）

住所又は居所

（法人その他の団体にあっては、その主たる事務所の所在地）

年 月 日付けで照会のあった利用停止決定等の前提となる保有個人

情報の開示について、下記のとおり意見を提出します。

記

１ 利用停止請

求に係る保有

個人情報の名

称等

２ 意見

□ 保有個人情報を開示されることについて支障がない。

□ 保有個人情報を開示されることについて支障がある。

⑴ 支障（不利益）がある部分

⑵ 支障（不利益）の具体的理由

３ 連絡先



第３５号様式（第２５条関係）

中 第 号

年 月 日

様

中野区教育委員会 印

利用停止決定に係る通知書

から 年 月 日付けで利用停止決定等に関する意見書の提出

があった保有個人情報については、下記のとおり利用停止決定をしたので、中野

区個人情報の保護に関する法律施行条例第１３条第２項の規定により適用する

個人情報の保護に関する法律第８６条第３項の規定により通知します。

記

※ この処分に不服があるときは、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して３か月以内
に、中野区教育委員会に審査請求をすることができます。
この処分の取消しの訴えは、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して６か月以内に

中野区を被告として提起しなければなりません（訴訟において中野区を代表する者は中野区
教育委員会となります。）。ただし、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して３か月
以内にこの処分に対する審査請求をした場合には、この処分の取消しの訴えは、当該審査請
求に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければならな
いこととされています。

１ 利用停止請求に

係る保有個人情報

の名称等

２ 利用停止するこ

ととした理由

３ 利用停止決定を

した日
年 月 日

４ 担当



第３６号様式（第２６条関係）

中 第 号

年 月 日

様

中野区教育委員会 印

中野区情報公開・個人情報保護審査会諮問通知書

年 月 日付けの に対する審査請求について、下記のとお

り中野区情報公開・個人情報保護審査会に諮問したので、個人情報の保護に関す

る法律第１０５条第３項において準用する同条第２項の規定により通知します。

記

１ 審査請求に係る保有

個人情報の名称等

２ 審査請求の対象とな

る決定及びその内容

３ 審査請求の内容

⑴ 審査請求日

⑵ 審査請求の趣旨

４ 諮問年月日 年 月 日

５ 担当

６ 備考


